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地域と共生する再生可能エネルギーと土地保全を考える

茅野恒秀（法政大学）



自己紹介／話題提供の構成

【話題提供の構成】

1. エネルギー転換の現在地：
持っておきたい認識

2. 問題の構図を整理する：
長野県内での経験から

3. 問題の構造をひもとく：
根本にある｢土地問題｣

4. 一筋縄ではいかない：
複雑な問題の組み合わせ

5. だからこそ：何のための、
誰のための、どこに、
どれだけの再エネを
持続的な土地利用で

• 法政大学社会学部教授／信州大学ｻｽﾃﾅﾌﾞﾙ社会協創機構特任教授

• 博士（政策科学）。専門は環境社会学、社会計画論、環境・地域
エネルギー政策。

• 2001年3月に法政大学社会学部卒業。法政大学大学院へ進学と同
時に日本自然保護協会に9年間勤務。創立50年誌の編集担当を経
て、林野庁・地域住民と協働する｢赤谷プロジェクト｣の立ち上
げ・総合事務局業務、保護業務に従事。岩手県立大学、信州大学
を経て2025年4月より現職。長野県と東京都の二拠点生活者。

• 現在、以下の社会的役割：環境社会学会理事／日本環境会議理事
／芸術と遊び創造協会(東京おもちゃ美術館の運営母体)理事／日
本自然保護協会評議員／長野県地球温暖化対策専門委員／自然エ
ネルギー信州ネット理事／安曇野市里山再生計画推進協議会長／
松本市環境審議会委員／松本市上高地保存活用調整検討会議委員
／松本平ゼロカーボン・コンソーシアム運営委員長／生坂村脱炭
素先行地域事業外部評価委員長 など



世界、アジアと比べて日本の再エネ比率(電力)は低位

EMBER, Global Electricity Review 2026
https://ember-energy.org/latest-insights/global-electricity-review-2026/

企業からはすでに「足りない」の声
：再エネでの生産が求められる世界になる
：産業競争力で日本が劣後するリスク？
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世界で新規に開発された電源
2024年は92.5％が再生可能エネルギー

IRENA: Renewable capacity statistics 2025
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太陽光発電の増分
世界ではこの10年で8.3倍
日本では2.7倍にとどまる



2025年、世界の石炭火力発電の発電量に
再エネの発電量が追いついた。(今年は追い越す？)

IEA: Global Energy Review 2026



国際エネルギー機関(IEA)による世界の電源構成見通し(2021年発表)

ネットゼロシナリオをとると、2050年の再エネ比率は89%（太陽光と風力が70%）
残りが原子力、水素燃料、および化石燃料＋CCUS

IEA, Net Zero by 2050: A Roadmap for the Global Energy Sector https://www.iea.org/reports/net-zero-by-2050
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再エネの特性 CO2排出の観点から

https://www.ene100.jp/zumen/2-1-9
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再エネの特性 立地の観点から

（丸山・西城戸編『どうすればエネルギー転換はうまくいくのか』新泉社:16頁）

化石燃料、原子力から再エネへの転換することの意味

• 大規模集中型から小規模分散型へ

：単純に立地点が増加する

（1地点あたりのエネルギー生産量は大きくならない。

※そもそもエネルギー源の性質が異なるので。。）

➢従来の環境影響評価のしくみ

：大規模なものを対象にしてきた

（長野県環境審議会 地域と調和した再エネ事業の推進に関する専門委員会 資料）



https://agora.ex.nii.ac.jp/earthquake/201103-eastjapan/energy/electrical-japan/
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長野県内の再エネ(太陽光)問題の経過

2011.8 再エネ特措法成立：固定価格買取制度が始まる

2013.8 上田市飯沼で土砂災害特別警戒区域上流の10.5MWに住民が反対

2014.10 茅野市蓼科で2社・50kW、200kWの計画に住民が反対

2015.5 21市町村＋県関係部局「太陽光発電の適正な推進に関する連絡会議」設置

2015.9 県・林地開発許可の技術基準改正 2015.10 県・環境影響評価条例改正

2015～2016 上田地域、諏訪地域などで山林開発型への反対運動が活発になる

→上田で問題化したのは10.5MW、1.2MW、900kW、700kWと規模もさまざま。他地域では小諸640kW、諏訪
92MW、富士見24MWなど。争点は土砂災害、上水道、景観などさまざま。

2016.11 県「太陽光発電を適正に推進するための市町村対応マニュアル」作成

2017.1 富士見町境の24MWの事業中止

2020.3 佐久穂町大日向、海瀬の計110MWの計画が51MWに縮小（2020.8事業中止）

2020.6 諏訪市霧ヶ峰の92MWの事業中止

2021.6 伊那市西箕輪で施工中に埋蔵文化財を損傷した事案が表面化

2023.9 長野県「地域と調和した太陽光発電事業の推進に関する条例」制定

上田市飯沼（2016年秋）



事例1 諏訪市霧ヶ峰（92.3MW）

• 2014年3月 Z社（東京）が牧野農業協同組合と土地の売買契約を
結ぶ。2012年度価格でFIT事業認定。その後、事業主体がZ社からY
社（東京）へ変わる。

「長年使い道がなく困っていた場所。自然エネルギーに活用してもらえる
ならありがたい。」（地元組合員談）

• 2016年1月～6月 Y社が県条例に基づきアセス方法書を提出、審議

「本事業用地は、地権者である上桑原牧野農業協同組合、上桑原共有地組
合が以前、牧草地として活用していたが、その需要が逓減していく中で、
植林が行われ現況に至っている。（略）一方、組合員の高齢化により山
林の維持管理が以前にも増して難しくなっている。」

（茅野市から諏訪市へ反対の声が広がる）

• 2019年6月 同準備書を提出、審議

（県技術委員会から水象を中心に厳しい指摘が相次ぐ）

• 2019年8月 アセス準備書に875人が意見提出

• 2020年3月 2012年度価格の期限到来、林地開発許可手続未着手

（環境影響評価法改正により条例アセスから法アセスへ）

• 2020年6月 事業者が事業中止を発表
（公表された環境影響評価準備書より）



この事例をどう見ればよいか

（1972.12.13
信濃毎日新聞）

近世以来の採草地・薪山が農地解放で分割
八ヶ岳山麓から始まった観光資源化
1972年ころ
三菱商事のリゾート開発へ売却する話
→茅野、諏訪両市民の反対にあい撤退

1990年前後
ミヤマのリゾート開発への売却する話
→同じように反対にあい雲散霧消

2010年代
三度目の開発：メガソーラー

土
地
利
用
の
問
題

林業の不振
モザイク的に
売却が進んだ
旧｢上桑原山｣

（1973.3.15
信濃毎日新聞） （1989.4.6 信濃毎日新聞）

西方の蓼科、
白樺湖で観光
開発が確立



2013年、霧ヶ峰麓に
200haのメガソーラー計画
(カラマツ・広葉樹林伐採)

茅野市
米沢地区
(北大塩)

諏訪市
四賀地区
(上桑原)



土地問題を基点に社会的亀裂の予兆

「茅野市の説明会では、下流域の住民と富士見町、
原村などの住民グループが激しく反発。調査の不
備を指摘し「地元は反対している。なぜ中止しな
いのか」などと詰め寄った。

一方、諏訪市で開かれた１６日夜の説明会では、
土地を提供する上桑原牧野農協（同市）の組合員
が「霧ケ峰は人が管理して自然が応えてくれた所。
５００ヘクタールの財産を毎日見回り、雑木処理
などの作業をしてきたのは我々だ。ひと様の財産
を『みんなの財産』とは、どういうことだ」など
と主張した。「地元以外の人たちの質問に時間が
取られるのは迷惑」と、反対グループを批判する
声もあった。

この夜の参加者は建設反対グループと上桑原牧野
農協の組合員らで占められ、一般の市民の姿はほ
とんどなかった。（2017.2.19朝日新聞）

「諏訪市は、観光面などで霧ヶ峰の恩恵を受けな
がら、土地の管理は現地に任せきりにしてきたと
言っていい。・・・上桑原牧野組合などの土地が
置き去りにされてきた結果が、（賛否のある）メ
ガソーラー計画という形で浮上してきたと言える
のではないでしょうか。市も、住民も、環境影響
評価という制度の枠組みを超え、計画地を含めた
霧ヶ峰一帯をどうするべきか議論する必要があり
ます。・・・霧ヶ峰の価値を落とさないためにも、
歴史を共有し、将来のビジョンを示していくこと
から始めなければならないと思います。」

（2020.1.7信濃毎日新聞）



酒蔵の女将さんたちをリーダーとする女性たちの住民運動。
著名な酒蔵「真澄」の社長も環境アセス公聴会で意見発表。
住民運動の焦点は、森をどうすべきか？に移っていった。



「
地
権
者
が
守
っ
て
き
た
山
の
恩
恵
を

当
た
り
前
の
よ
う
に
受
け
て
き
た
の
だ
と
感
じ
ま
し
た
」

（
上
諏
訪
の
酒
蔵
の
女
将
）

（2020.1.16 信濃毎日新聞） （2020.2.25 朝日新聞）



「今回の件で、自分たちの山が
こんなに人々に恩恵を与えているのかと、
初めて気づかされました。」
(2020年7月、組合員談）

――同じ地域社会に暮らしていながら
別の「社会」を経験している人びとがいる――

諏訪の人々が、この事実に気づけたとすれば





今年、旧計画地森林では間伐が行われた



「土地問題」を長年
抱え続けてきた社会

• 財産区、専門農協等の所有地
は、いずれも共有地の来歴を
もつ土地。

• 過疎高齢化で共有地の維持管
理が困難化。

• 財産区の経営問題は、高度経
済成長末期とバブル期の「プ
レイバック」。



私が見続けている他のフィールドでも
その１ 群馬県みなかみ町（24歳の頃から通い続けて24年目）
➢ 1990年代にスキー場・ダム開発vs自然保護で揺れた村
➢ 日本初の国有林共同管理「赤谷プロジェクト」立ち上げ、
生物多様性復元をめざす協働の事務局を担った20代の経験

｢赤谷の森｣にほど近い大峰山麓。
集落の共有採草地→牧場→ゴルフ場。
ゴルフ場が閉鎖されてメガソーラーに。



私が見続けている他のフィールドでも
その２ 青森県六ヶ所村（1972年から続く研究を継承する）
➢ 戦前戦後の開拓地や馬鈴薯原原種農場が
石油化学コンビナート用地→核燃料サイクル施設に

➢ 「国策」「辺境」とは何かを、いつもここで考える

（新むつ小川原株式会社資料）
｢むつ小川原開発用地｣内に立地した
日本有数規模のメガソーラー。
もともとは戦後開拓農地。



問題の根には｢土地問題｣と呼ぶべき状況がある

• まとまった面積の土地が、一者or少数の者によって所有されていれば、開
発事業者にとって難関の一つである地権者との交渉というハードルが大幅
に下がる。

• 土地所有の細分化が進んだ現代、まとまった面積の土地は、むつ小川原開
発用地のような政策的土地買収によって確保した例を除けば、多くは共有
地や開拓地の来歴を持つ土地。

• かつての「日本列島改造」やリゾート法などによって生じた土地開発ブー
ムと同じ構造的特質。新たな土地開発手段が、現代においては再エネに
なっている側面。釧路湿原の周辺で「原野商法」の対象となった土地で再
エネ開発が相次ぐ例はその典型ではないか。

• 近代化による土地所有や資源利用の変化、地域社会の構造的再編、高度経
済成長やバブル期に生じた地域開発と、まさに「地続きの問題」。

• 土地は本来的に共的or公共的な性格を有している（社会的共通資本）。そ
の維持管理・活用の方向性を、国策と、市場メカニズム下の投機的行動の
いずれかに委ねることによって生じる問題をこのまま放置し続けてよいの
だろうか。



再エネと地域との共生：原因は複雑
①土地問題（土地利用の適正な規制、所有者へのインセンティブの欠如）

②ルール設定の問題（正当性、リスク分配、信頼確保）

③事業者に起因する問題（事業運営能力、コミュニケーション能力）

→これらの複合として各地で問題が生じてきた（生じている）

①土地問題
◆ 全体最適よりも個別最適が

優先されてきた土地政策。
◆ 過疎高齢化と共有地の問題。
◆ エネルギー政策だけでは解

決できないが、エネルギー
を軸に動かすべき課題。

②ルールの問題
◆ 早いタイミングで、広く合

意形成を図ることが重要。
◆ 森林開発の制御を強化する

ことは必須。現状は住民に
過度なリスクを分配。

◆ 地域固有の価値を拾う制度。

③事業者の問題
◆ 後戻りできるタイミングを

しばしば失う。
◆ 残る土地は、長年事業化で

きなかった場所でもある。
◆ 地域の信頼を失う言葉や姿

勢も目立つ。

※現行の再エネと事業アセスはそもそも相性が悪い？
• 環境影響評価制度は、公共事業中心で歴史的に形成
（発電所もかつてはほぼ公共事業）

• 再エネ事業は市場競争下で行われる事業
➢ 環境を対象としたコミュニケーションの制度である

環境影響評価制度が、発揮できるパフォーマンスの
質が異なる。

作法も、時間軸も違う
→構造的に対立が起きがち



事例2 安曇野市黒沢洞合（683kW）

◼地元中学生が計画した公園に隣り合った山林の開発

• 黒沢洞合自然公園は2007年、三郷中学校の生徒が総合学習の一
環として現地調査や整備計画の立案に携わり、里山の動植物の
保護・保全と自然観察を楽しむために造られた市営公園。

• この公園の隣地の私有林（0.65ha）を県外事業者が購入、
683kWの太陽光発電事業を計画。

• 2021年5月に事業者が説明会を実施も懸念の声が多数。6000筆
を超える反対署名が安曇野市長に提出される。

→地域固有の価値がある自然環境をどう評価するか

• 林地開発許可の対象規模には満たないが、安曇野市の適正な土
地利用に関する条例に基づき、特定開発事業の申請と審議が行
われた。2022年4月23日、公聴会開催。

• 2023年2月9日、市は「事業者による地域住民等との適切なコ
ミュニケーションや、地域住民に対する配慮が十分に行われた
とは言い難く」「理解を得るための開発事業者の取り組み等が
不十分であると言わざるを得ない」として事業不承認。

土地利用に関する市条例が
あったことが幸い！

https://www.youtube.com/watch?v=9z03hEMzAAo



事例3 筑北村乱橋（4事業・低圧分割39ヶ所＝約2MW）

（中川博司氏撮影動画より）

地元住民が県知事に公開質問状を
繰り返したところ、不適切な立地
のパネルを一部撤去するなど是正

が実現



太陽光発電所の実態(松本地域の全数調査､2020年)

• 松本地域2市2村に所在する全ての太陽光発電事業（1165件）を
対象に、衛星写真判読と現地踏査によって発電所の立地状況を
調査。82.4%にあたる960件の立地状況を把握。

• 全発電所の事業者（法人）408社と、立地状況調査で収集した
個人事業者74人を対象にアンケート調査。回収率42.0%。

• 野立て型のうち、法で設置が義務づけられた柵塀
整備率は86.1%、標識整備率は62.3%。

• 225の発電所の立地形態、発電出力、運転開始年、
初期費用の整ったデータを獲得。初期費用はkWあ
たり平均35.9万円。

• 保守管理体制に不備があると、売電収入が想定よ
り少ないと回答する比率が上昇。

56%

42%

1% 1% 0%

屋根型

野立て型

野立て・屋根併設

営農型

駐車場型

立地形態（n=960）

y = 41.858x - 447.8

R² = 0.8936

0

20000

40000

60000

0 500 1000 1500

初期費用（屋根）

y = 31.13x + 194.37

R² = 0.9303

0

20000

40000

60000

0 500 1000 1500 2000

初期費用（野立て・営農型）

多い／差はない 少ない 合計

保守管理業務を外部委託 60.8%(118)

（法人）社内に保守管理責任者を配置 9.8%(19)

設置業者に任せているためわからない 3.6%(7)

保守管理責任者を置いていない 25.8%(50)

合計 194

保守管理の体制
売電収入が想定より

79.4%(108) 20.6%(28) 136

71.9%(41) 28.1%(16) 57





自治体は推進と規制の狭間で難しい問題状況に置かれている

(https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/training2019/siryou/kinki-2.pdf)

(https://www.city.iida.lg.jp/uploaded/image/920.jpg)

近年の政策課題
①ガイドライン・要綱等の制定
②林地開発基準などの審査基準の改定
③環境アセスメント、景観、土地利用など既存条例の改正
④太陽光発電設備の調和・規制を示す条例の新設

（山下・丸山,2022）
山下紀明・丸山康司,2022,「太陽光発電の地域トラブルと自治体の対応」
丸山・西城戸編『どうすればエネルギー転換はうまくいくのか』新泉社．



｢脱炭素ドミノ｣ではなく｢規制ドミノ｣が起きている

杉本陽太「太陽光発電事業の社会的受容性」（信州大学大学院、2025年度修士論文）



長野県では早期の情報公開、対話と応答を促す条例を制定

長野県「⾧野県地域と調和した太陽光発電事業の推進に関する条例 条例のあらまし」（2024年3月）



長野県：2030年までに住宅屋根2.4倍、野立て1.6倍が必要

長野県ゼロカーボン戦略ロードマップ
https://www.pref.nagano.lg.jp/kankyo/keikaku/zerocarbon/index.html#road_map
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気候変動対策：
未来の社会像を規定

• 包摂型ガバナンス
• 多様な知識と価値
• イノベーション
• セクター間や時間
軸の統合的判断

• 気候政策と開発の
シナジー ・・・

• 貧困、不平等、不
公正の蔓延る社会

• SDGsとのトレード
オフ ・・・



人任せにできない議論：
①何のための、誰のための再エネ？
②地域で、社会で、再エネはどれだけ必要？
③必要な再エネを、どこで開発すべき？
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